

※１　下記の７項目は、必ず記載をお願いします。
※２　数値の根拠となる資料の写しの添付もお願いします（子ども・子育て支援事業計画の抜粋等）。
※３　今回申請の保育施設が、市町村の子ども・子育て支援事業計画に位置付けられていることが確認できる資料の添付もお願いします。
※４　記載例も参考にしながら、意見書の作成をお願いします。


【意見書に記載する項目】

１　意見書提出時点の保育施設数（種別毎）

２　意見書提出時点の待機児童数、これまでの待機児童数の傾向、待機児童数の背景や原因

３　「子ども・子育て支援事業計画」に位置付けられた施設整備であることの明記

４　現在整備中の種別毎の保育施設数と施設名、今後整備予定の種別毎の保育施設数と施設名

５　市町村全体の人口や就学前児童数の動態、今後の増減見込みとその理由

６　今回申請の保育施設が所在する地域（子ども・子育て支援事業計画で設定した区域）の人口や子育て世代・就学前児童数の動態、今後の増減見込みとその理由

７　上記１から６までを踏まえ、今回申請保育施設の設置認可の必要性


市町村長の意見（記載例）

　本市（町村）は、令和○年度に策定した「第２期○○市（町村）子ども・子育て支援事業計画」に基づき、質の高い幼児教育の提供、保育の量的拡大、地域子育て支援の充実を目的として、教育・保育の提供体制の確保に取り組んでいるところです。
令和○年○月時点で、認定こども園○施設（公立○園、公私連携○園、私立○園）、公立保育所○施設、認可保育所○施設、小規模保育事業○施設、認可外保育施設○施設があり、○○人分の保育部分（２号･３号）の受け皿が整備されています。

　令和○年○月○日現在の待機児童数は○○人であり、新制度が開始となった平成27年度の○○人からは○○人減、前年度の○○人からは○○人減となっています。本市（町村）の女性の就業率（○○）は、全国（○○%）や沖縄県（○○%）と比較しても高いことや、女性の就労形態がフルタイムへと転換が進んでいる等の就労形態の多様化により、依然として教育・保育に対するニーズは高い状況となっています。

　「第２期○○市（町村）子ども・子育て支援事業計画」において、○○を推進してきましたが、認定こども園は、保護者の就労に関わらず幼児教育・保育の一体的な提供を図る施設であり、乳幼児期から学童期における教育・保育の連続性といった観点から、私立の認可保育所から認定こども園への移行を推進してきました。
今後も、○○を要因として、２号・３号認定の受け皿が不足するため、新規の保育施設の整備により、待機児童の解消を図ります。
【保育所】
　　　〔整 備 中〕○○地区：○○園の創設
　　　〔整備予定〕○○地区：１園の創設
【認定こども園】
〔整 備 中〕○○地区：○○園の増築
○○地区：○○園の創設
〔整備予定〕○○地区：公立幼稚園と公立保育所の統合による公立認定こども園１園の創設
【小規模保育事業】
〔整 備 中〕○○地区：○○園の創設
市（町村）全体における今後の教育・保育ニーズの見込み○○人に対し、見込み量をカバーする方策は○○人で、市（町村）全体としては必要な量が不足している状況にあります。
また、Ａ園が設置する■■地区については、子育て世帯のいる集合住宅や新興住宅が多いこともあり、市（町村）内の就学前児童人口のうち○○%が集中し、同地区の保護者の○○%が地区内の保育利用を希望している地区です。
なお、隣接する△△地区や▲▲地区も就学前児童人口が多く、■■地区での保育利用を希望する保護者も一定割合いる状況です。
※△△地区　
市内全体に占める就学前児童人口の割合○%、■■地区の保育利用を希望する保護者の割合○%
※▲▲地区
市内全体に占める就学前児童人口の割合○%、■■地区の保育利用を希望する保護者の割合○%


こうした状況を背景にして、■■地区における保育ニーズの見込みは○○人となっており、見込み量をカバーする方策は○○人で、同地区においては依然として保育の受け皿が不足している状況です。
加えて、■■地区の北側に隣接する地域では土地区画整理事業により、一般住宅や集合住宅が増えている状況にあることから、Ａ保育園が立地または隣接し、同一の生活圏域である３行政区（甲区・乙区・丙区）の人口増加率は、市（町村）全体の増加率（対平成30年比）と比較して高く、同地区一帯は人口増加傾向にあることから、今後も保育ニーズの増加が見込まれます。

【３行政区の人口動態／各年３月31日時点の行政区別人口】
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Ａ園は、新設の幼保連携型認定こども園となり、１号定員○名、２号定員○名、３号定員○名の計○名の受け皿が拡充されることになります。
また、同園は近隣の小規模保育事業所の連携施設となることが期待されることからも、地域の子どもの受け入れ先としての需要があります。

現在、本市（町村）における認定こども園は○施設あり、当該園が新たに幼保連携型認定こども園となることで、保護者の選択肢が広がり、教育・保育の質の向上が見込まれるとともに、■■地区における今後の需要見込みも踏まえると、受け皿拡充により待機児童解消に寄与することから、当該施設の認可は必要と考えます。



※　種別毎の保育施設数、保育の見込み量、確保方策の量、人口動態、女性就業率、地区ごとの就学前児
童数、保育利用希望地区の割合は「子ども・子ども・子育て支援事業計画」資料編より（別添参照）
※　保育施設の整備予定等は、子ども・子育て支援事業計画に定めた確保方策の基礎資料より（別添参
照）
[bookmark: _GoBack]※　３行政区の人口推移は、市（町村）人口統計より（別添参照）
